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（ＢＯＸ２）新型コロナウイルス感染症拡大以降のわが国経済の動向 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、①海外経

済の落ち込みに伴う財輸出の減少、②サービス輸

出（インバウンド需要）の減少、③外出・イベン

ト自粛による国内個人消費の落ち込み、という主

に３つの経路を通じて、わが国の景気に影響を及

ぼしている。本ＢＯＸでは、財・サービス輸出お

よび国内個人消費の動向について、わが国経済に

及ぼす影響を整理する。 

（財輸出の動向） 

まず、わが国の財輸出について、地域別にみる

と、中国向け輸出は、昨年末まで増加を続けてき

たが、本年１～３月は、中国政府による感染拡大

防止策の影響から、減少した（前掲図表 11）。も

っとも、ＢＯＸ１で概観したとおり、中国では、

感染症の流行が落ち着き始めるにつれて、当局が

順次、人の移動や工場の再稼働を許可してきてい

ることから、経済活動には全体として持ち直しの

動きがうかがわれる。日系企業の中国拠点に関す

るアンケート調査によれば、物流面での障害など

から本格的な事業回復に至っていないという先も

引き続きみられているものの、新規感染者数が少

数の地域を中心に生産活動が回復しつつあるよう

にうかがわれる（図表B2-1）。こうした状況を踏

まえると、先行きの中国向け輸出は、下げ止まり

から緩やかな持ち直しに転じていくと見込まれる。 

他方、米欧向け輸出をみると、自動車関連や資

本財を中心に、はっきりと減少している。足もと、

欧州や米国では、都市封鎖などによる外出抑制の

結果、サービス部門を中心に経済活動が大きく落

ち込んでおり、ＢＯＸ１で概観したとおり、自動

車販売も減少している（前掲図表 B1-4）。米欧に

おける自動車販売が減少すると、わが国からの自
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（出所）華東地域日商倶楽部懇談会「新型コロナウイルスの企業活動への影響について」

（注）華東地域（上海市、江蘇省、浙江省、安徽省）の商工クラブ会員企業のうち、製造拠点

を有する先が対象。回答社数と調査期間は以下のとおり。

２月中旬：570社・2/19～21日、３月上旬：481社・3/4～6日、４月上旬：424社・4/1

～6日。

図表B2-1：日系中国拠点の事業再開状況
（回答社数の割合、％）
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2. ＥＵは、全期間において、英国を含まない。

図表B2-2：米欧向け自動車関連輸出（実質）
（季節調整済、2008/1Q＝100）

年

0

5

10

15

20

25

30

35

40

15 16 17 18 19 20

世界計 中国

ＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ

その他

（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ）

図表B2-3：入国者数の推移
（季節調整済年率換算、百万人）

年
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動車関連輸出は落ち込む傾向がある（図表B2-2）。

目先、米欧の自動車販売が停滞することが見込ま

れるもとでは、わが国からの米欧向けの自動車関

連輸出には一段と下押し圧力がかかると予想され

る。 

（サービス輸出の動向） 

次に、サービス輸出をみるため、旅行収支の受

取に影響を与える入国者数の動向を確認すると、

昨秋以降は、中国人訪日客の増加により持ち直し

の動きがみられたが、本年２月以降は、感染症拡

大の影響から大きく減少している（図表 B2-3）。

４月入り後は、海外からの渡航者に対する入国制

限措置の強化もあって、入国者数はさらに減少し

ているとみられる。 

2003 年にＳＡＲＳの感染が拡がった際の入国

者数の動きをみると、当時は、４～５月にかけて

大きく落ち込んだあと、６月には終息宣言を待た

ずに回復に転じ、７月に概ねＳＡＲＳ感染拡大前

の水準を取り戻した（図表 B2-4）。こうした経験

によれば、ひとたび感染症拡大が収束に向かい、

入国制限措置が解除されれば、入国者数は徐々に

回復すると考えられる。もっとも、新型コロナウ

イルス感染症はラグを伴いつつ世界的な拡がりを

みせていることもあって、その影響は相応の期間

残ることも考えられるため、回復ペースが緩やか

なものにとどまる可能性にも十分注意しておく必

要がある。 

（個人消費の動向） 

最後に、国内個人消費は、感染症拡大の影響が

強まるなかで、飲食・宿泊等のサービスを中心に

大幅に減少している。感染症の拡大が個人消費に

与える影響を早期に把握できる指標として景気ウ

ォッチャー調査をみると、２月は、消費関連企業
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（注）シャドーは、ＳＡＲＳが発生した2002/11月からＷＨＯが終息宣言を発表した2003/7月。

図表B2-4：ＳＡＲＳ流行時の入国者数
（季節調整済年率換算、百万人）
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2. 景気の現状判断ＤＩ（家計動向関連）。

月

（季節調整済、ＤＩ）

図表B2-5：景気ウォッチャー調査
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図表B2-6：震災時の消費活動指数の推移
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のマインドが東日本大震災以来の低水準まで悪化

したあと、３月は外出自粛の強まりを背景に一段

と悪化している（図表 B2-5）。包括的な個人消費

の動向を月次で把握することが可能な消費活動指

数を用いて、東日本大震災時の動きを振り返ると、

当時は、自粛ムードを受けて宿泊、娯楽、外食な

どのサービスが大きく落ち込んだ（図表 B2-6）。

今回も、宿泊施設の客室稼働率が大幅に低下して

いるなど、同様の動きがみられている（図表 B2-

7）。日次で利用可能な携帯電話の位置情報データ

を用いて、３月以降のリアルタイムの消費動向を

検証すると、旅行需要を表すとみられる国内の世

界文化遺産における滞在者数は、例年であればみ

られる３月下旬から４月上旬にかけての増加が本

年はみられず、外出自粛要請を背景に落ち込んで

いる（図表B2-8）。また、飲食需要を表すとみら

れる東京の繁華街における夜間人口は、外出自粛

や飲食店の休業もあって、３月に大きく減少した

あと、４月は７日の緊急事態宣言を受けて一段と

減少している（図表B2-9）。 

先行きについては、2020 年４月に閣議決定さ

れた政府による緊急経済対策が執行されていくこ

とにより、家計への現金給付や雇用調整助成金の

支給要件の緩和などの各種支援策が個人消費の下

支えとして作用していくと予想される。また、感

染症の影響が和らぐにつれて、ペントアップ需要

も見込まれる。ただし、感染症拡大の帰趨やそれ

が収束する時期に関する不確実性は高く、個人消

費の回復が遅れる可能性があることには、十分注

意しておく必要がある。 
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図表B2-7：宿泊施設別にみた客室稼働率
（季節調整済、％）
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（注）1. スマートフォンの位置情報をもとに、2017年までに登録された日本の世界文化遺産

における9～17時までの滞在人口を集計。

2. 2020年の直近値は、4/7～13日の平均値。

図表B2-8：世界文化遺産における滞在者数
（2019年平均＝100、中心７日移動平均）
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（注）1. スマートフォンの位置情報をもとに、銀座、新宿、六本木の各駅を中心とした

1.5km四方の領域における20～24時までの滞在人口を集計。

2. 2020年の直近値は、4/7～13日の平均値。

図表B2-9：東京の繁華街における夜間人口
（2019年平均＝100、中心７日移動平均）

月
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